
Ⅳ．新しい時代を切り拓く人材を育む島根の国造り
・一人ひとりを尊重する人づくり
・次世代を担う人づくり
・主体的に参加する人づくり
・個性が生きる人づくり (単位：千円）

新規 事　業　名 各 部 局 の 要 求 査　　　定　　　後 査 定 の 考 え 方 部 局 名

継続 事業費 概　　　　　要 事業費 概　　　　　要

継続  私立学校の経営の健 1,640,576 ○私立学校の経常的経費に対する助成 1,640,576 ○要求概要のとおり ○要求どおり 総務部
 全性確保事業 【事業内容】 ［総務課］

　①私立学校振興費補助金
　（交付先）高等学校、中学校、幼稚園を設置
　　　　　　する学校法人
　②私立幼稚園教育活動費補助金
　（交付先）非学校法人立幼稚園
　③私立高等専修学校振興費補助金
　（交付先）高等専修学校を設置する学校法人
　④私立専修学校教育活動費補助金
　（交付先）専修学校を設置する学校法人

継続  大学改革推進事業 147,941 ○地域や時代の要請に応え自主的・自律的な運 128,000 ○要求概要のとおり ○事業費精査 総務部
　営を図るため、県立３大学を統合し独立行政 ［総務課］

　法人化
　［スケジュール］
　・Ｈ１８年 1月　法人設立準備委員会の設置
　・Ｈ１８年11月　地方独立行政法人評価委員
　　　　　　　　　会の設置
　・Ｈ１９年 4月　公立大学法人島根県立大学
　　　　　　　　　の設置

継続  県民との協働による 40,000 ○住民グループ、ＮＰＯ、企業など多様な主体 40,000 ○要求概要のとおり ○要求どおり 環境生活部
 島根づくり事業 　から地域貢献・社会貢献につながる提案を求 [環境生活

　め、共通認識に基づく協働事業を実施      総務課]

【事業内容】 地域振興部
　・提 案 者：住民グループ、ＮＰＯ、企業等 [地域政策課」

　・募集内容：提案者自らが実践する事業で全
　　　　　　　県へ波及するモデル性のあるも
　　　　　　　の
　・支援内容：提案事業を委託又は補助

継続  地域社会で子どもた 9,200 ○地域の空き店舗、公民館等を活用し、市町村 7,200 ○地域の空き店舗、公民館等を活用し、市町村 ○事業費精査 健康福祉部
 ちが健やかに育つ環 　が設置する「子どもの居場所」づくりの支援 　が設置する「子どもの居場所」づくりの支援 [青少年家庭課]

 境づくり事業 【事業内容】 【事業内容】 教育委員会
　・子どもの心安ら 　①居場所設置、運営支援 　①居場所設置、運営支援 ［生涯学習課」

　　ぐ居場所づくり 　　中・高生等向け「広域型居場所」 　　中・高生等向け「広域型居場所」 警察本部
　　支援事業 　　設置箇所：新規２（雲南市、東出雲町） 　　設置箇所：新規２（雲南市、東出雲町） [少年課]

　・子ども支援セン 　　　　　　　継続４ 　　　　　　　継続４
　　ター設置事業     補 助 率：１／２     補 助 率：１／２

　②自主的活動助成金
 [部局連携] 　　高校生等の主体的な発案による活動に対す
  ・健康福祉部 　　る助成（居場所におけるサポ－タ－支援）
　・教育委員会 【事業期間】 【事業期間】
　・警察本部 　　Ｈ１６～Ｈ１８ 　　Ｈ１６～Ｈ１８

13,564 ○学校の空き教室や地域の公民館を活用し市町 12,964 ○要求概要のとおり ○事業費精査
　村が設置する「子どもの居場所」づくりを支
　援
【事業内容】
　①居場所運営支援
　　小学校、中学生向け「校区型居場所」
　　対象箇所：２５か所
　　補 助 率：１／２
　②居場所指導員の養成研修会の開催
　③広報、啓発
【事業期間】
　　Ｈ１６～Ｈ１８

30,070 ○子ども支援センター設置事業 29,951 ○要求概要のとおり ○事業費精査
  地域のボランティア等と連携し、悩みを抱え
  る子どもが、「いつでも」「気軽に」相談で
  きる子ども支援センターの設置・運営を市に
  委託
【事業内容】
  ①設置箇所：４カ所
              (松江、出雲、浜田、益田)
  ②業務内容：相談、支援、情報提供等
【事業期間】
  　Ｈ１６～Ｈ１８

新規  学力向上対策事業 93,066 ○詳細かつ客観的に学力の実態を把握するため 91,000 ○要求概要のとおり ○事業費精査 教育委員会
　、全県学力実態調査の一斉実施　68,834千円 ［高校教育課］

［対象］小学３年生から中学３年まで悉皆 ［義務教育課］

［実施時期］Ｈ１８年５月
［結果発表］全国平均値比較、
　　　　　　学年別・教科別の平均正答率、
　　　　　　意識調査等
○学力実態調査結果を踏まえ、教員の指導力向
　上及び授業の改善につながる事業を実施
　　　　　　　　　　　　　　　　24,232千円
　・学力向上フォーラム、リーダーセミナーの
　　実施
　・学力向上パイオニアスクールの指定
　・授業力向上セミナーの実施

継続  ふるさと教育推進事 71,005 ○地域の自然、歴史、文化等の教育資源を活用 70,255 ○要求概要のとおり ○事業費精査 教育委員会
 業 　し、市町村が学校、地域等と連携して主体的 ［義務教育課］

　に取組む、多様かつ特色あるふるさと教育活 ［生涯学習課］

　動を支援
【事業内容】
　①市町村交付金
　・県が策定する活動指針に基づき「ふるさと
　　教育推進計画」を策定する市町村に対し、
　　定額交付金を交付
　②フェスティバルの開催
　・成果発表の場となる「ふるさと教育フェス
　　ティバル」を開催

継続  全国高等学校総合文 73,920 ○Ｈ１９年に本県で開催される第３１回全国高 73,916 ○要求概要のとおり ○事業費精査 教育委員会
 化祭開催準備費 　等学校総合文化祭島根大会の準備 [全国高等学校総

［開催期間］Ｈ１９年７月２９日～８月２日 合文化祭推進室]

［Ｈ１８事業内容］京都大会派遣、国際交流事
　業、総合開会式プレ大会開催、児童生徒の文
　化活動育成強化　など



Ⅳ．新しい時代を切り拓く人材を育む島根の国造り
・一人ひとりを尊重する人づくり
・次世代を担う人づくり
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新規 事　業　名 各 部 局 の 要 求 査　　　定　　　後 査 定 の 考 え 方 部 局 名

継続 事業費 概　　　　　要 事業費 概　　　　　要

新規  川本高校・邑智高校 制度創設 ○邑智高校のＨ１９年度募集停止により遠距離 制度創設 ○邑智高校のＨ１９年度募集停止により遠距離 ○貸付要件［所得制限］ 教育委員会
 統合に係る通学費等 　通学等を余儀なくされることとなる高校生を 　通学等を余儀なくされることとなる高校生を 　・他の貸付制度とのバラン ［高校教育課］

 貸付金制度 　対象に、通学費等負担増の激変緩和措置とし 　対象に、通学費等負担増の激変緩和措置とし 　　スを考慮し、要件を設定
　て、貸付制度を創設 　て、貸付制度を創設
［貸付金額］月額18,000円又は9,000円 ［貸付金額］月額18,000円又は9,000円
［貸付利率］無利子 ［貸付利率］無利子
［所得制限］なし ［所得制限］(財)島根県育英会高等学校等奨学
［返済期間］９年又は６年(据置６か月間) 　資金の要件を準用
　ただし、大学等在学期間中は猶予 ［返済期間］９年又は６年(据置６か月間)
［対象者］Ｈ１９年度からＨ２３年度までに川 　ただし、大学等在学期間中は猶予
　本・邑智高校統合新設校に入学する者 ［対象者］Ｈ１９年度からＨ２３年度までに川

　本・邑智高校統合新設校に入学する者

継続  高等学校校舎等整備 519,110 ○老朽化した校舎等を計画的に整備 503,059 ○要求概要のとおり ○事業費精査 教育委員会
 事業 【事業内容】 ［教育施設課］

　①松江養護学校高等部棟整備　471,401千円
　［事業期間］Ｈ１６～Ｈ１８
　［総事業費］約８億円
　②大田高校屋内運動場改築　29,340千円
　［スケジュール］
　　Ｈ１８：実施設計、地質調査
　　Ｈ１９～２０：建築工事、備品整備等
　［総事業費］約１０億円
　③耐震対策補強調査　18,369千円

継続  学校再編成関連施設 992,291 ○生徒の多様化、多様な学習ニーズに対応した 973,912 ○要求概要のとおり ○事業費精査 教育委員会
 整備事業 　新たなタイプの高校を整備 ［教育施設課］

【事業内容】
　①定時制・通信制課程高等学校東部独立校
　　(仮称) 　　　　　　　　　　248,677千円
　［開校時期］Ｈ２２年４月を目途
　［設置場所］松江市宍道町地内
　　　　　　　県林業技術センター跡地
　［スケジュール］
　　Ｈ１８：既存施設撤去、造成工事
　　Ｈ１９：造成工事、地質調査、実施設計
　　Ｈ２０～２１：建築・外構工事等
　［総事業費］約３２億円
　②西部拠点校（仮称）
　　Ｈ１７年度末策定予定の設置基本構想を踏
　　まえ、Ｈ１８年度から施設機能及び整備場
　　所等に係る施設整備基本計画策定に着手
　③益田産業高校と益田工業高校を統合し、益
　　田翔陽高校を設置　743,614千円
　［開校時期］Ｈ１８年４月
　［設置場所］益田産業高校地内
　［スケジュール］
　　Ｈ１８：実施設計、実習棟建設、野球場整
　　　　　　備等
　　Ｈ１９：実習棟建設、不足施設、備品整備
　　　　　　等
　［総事業費］約２１億円

継続  特別な支援のための 163,125 ○ＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動 162,509 ○要求概要のとおり ○事業費精査 教育委員会
 非常勤講師配置事業 　性障害）など特別な支援を要する児童が在籍 ［義務教育課］

 （にこにこサポート 　し、特に対応が困難な小学校を対象に、非常
 　事業） 　勤講師を配置

【非常勤講師】７０人（１～２人/校）
【実施期間】Ｈ１７～Ｈ１８

継続  中学校クラスサポー 95,545 ○不登校や問題行動が急増する中学校１年生を 95,184 ○要求概要のとおり ○事業費精査 教育委員会
 ト事業 　対象に、学習面・生活指導面からきめ細かい ［義務教育課］

　支援を行うため必要性の高い大規模校（１４
　校）に非常勤講師を配置
【非常勤講師】４１人（２学級に１人）
【実施期間】Ｈ１６～Ｈ１８

継続  小学校低学年多人数 442,786 ○小学校１、２年生の３１人以上の学級につい 442,223 ○要求概要のとおり ○事業費精査 教育委員会
 学級支援事業 　て、学校の実態等を踏まえ、３０人学級編制 ［義務教育課］

（スクールサポート 　又はスクールサポート事業を実施
　事業） 　①スクールサポート事業
（３０人学級編制事 【非常勤講師】６４人（６４学級）
　業） 　②３０人学級編制

【常勤講師】６７人（６７学級）


